
様式第 1号 (甲)(第 2条関係 )

堺市議会議長 田渕 和夫 様

収 支 報 告 書

会派の名称

代表者氏名

経理責任者氏名

令和7年4月 1日

自由民主党堺市議会議員団

池尻 秀樹

信貴 良太

堺市議会政務活動費の交付に関する条例第 7条第 1項の規定により、令和 5年度政務

活動費について次のとおり報告します。               ,

収入

支 出

(単位 円)

収 入 の 種 類 決 算 額 算 出 基 礎 等

1政務活動費

2そ の他

200,000

12,666

375,000

12

@20000円

@20000円

@25000円

自己資金

X 5人
X l人
X 5人

X 2ヶ月  =
X 19/30日   =

X 3ヶ月  =

200,000  円

12,666  円

375,000 円

収 入 合 計 587,678

使 途 項 目 決 算 額 左のうち政務活動費充当額 備 考

調 査 研 究 費

研   修   費

要 請・陳 情 活 動 費

135,860 135,860 視察調査費

市政相談等関係費

政務活動補助職員の雇用

事務用品等購入費

0

0

0

0

△
7ヽ 議 費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

広 報 。 広 聴 費

人   件   費

事 務 ・ 事 務 所 費

0

20,584

251,950

179,284

20,584

251,950

179,272

支 出 合 計 587,678 587,666
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様式第 14号 (第 7条関係 )

令和 6年度   事業実施報告書

会派の名称 自由民主党堺市議会議員団

主な事業・行事名 期    日 内 容 の 説 明

R7.1.29

R6.10.11
ハッR7.3.31-

R7.1.1

～R7.3.31

R6110.11
ハッR7.3.31-

先進事例の調査

市政相談等、来客用茶代

会派所属議員の市政相談・政務活動にかかる

補助業務並びに、関係書類作成のため雇用

事務備品、消耗品購入
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様式第 10号 (第 6条関係 )

1 イこ

`よ

、

会  計  帳  簿

会派の名称・議員氏名  自由民主党堺市議会議員団

の

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動

費の使途項 目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②るナト修費、③要請

・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報・広聴費、①人件費、

⑨事務・事務所費)

年月 日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目 その他

2024.11.8 240,000 240,000 政務活動費11～ 12月 受け入れ

2024 11 27 27,334 212,666 政務活動費返金

月計 240,000 27,334

累計 240,000 27,334 212,666

■
■
■
■
■
■

■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
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r)

様式第 10号 (第 6条関係 )

1 |ま、

会 計 帳 簿

会派の名称 。議員氏名  自由民主党堺市議会議員団

の」

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動

費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請

・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報・広聴費、③人件費、

⑨事務・事務所費)

年月 日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目 その他

2024.12.10 12-1 19,250 198,416 パソコン備品、電話台 ⑨

2024.12.10 12-2 4,200 189,216 来客用水 ⑦

2024.12.10 12-3 1,570 187,646 来客用お茶 ⑦

月 計 0 25,020

累 計 240,000 52,354 187,646

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会 計 帳 簿

会派の名称・議員氏名  自由民主党堺市議会議員団

の

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動

費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請

・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報 。広聴費、③人件費、

⑨事務 。事務所費)

年月 日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目 その他

2025.1.7 1-1 440 187,206 消耗品購入費 (マ グネットシー ト) ⑨

2025.1,7 1-2 4,380 182,826 事務機器購入費 (電子ケ トル) ⑦

2025.1.10 1-3 330 182,496 消耗品購入費 (マ グネット等) ⑨

2025。 1 10 1-4 375,000 557,496 政務活動費受け入れ (1月 ～ 3月 分)

2025,1.11 1-5 128,500 428,996 備品購入費 (イ ンクジェント複合機) ③

2025.1.23 1-6 14,520 414,476 祝察旅費 (西川良平) ①

2025,1.24 1-7 14,520 399,956 侃察旅費 (西川良平) ①

2025.1.24 1-8 29,040 370,916 視察旅費 (山 口典子) ①

2025.1.24 1-9 29,040 341,876 視察旅費 (信貴良太) ①

2025,1.24 1-10 29,040 312,836 視察旅費 (野里文盛) ①

2025.1.28 1-11 13,700 299,136 視察手上産代 ①

2025。 1.29 1-12 1,900 297,236 l見察移動費 (タ クシー代) ①

2025,1.29 1-13 1,900 295,336 視察移動費 (タ クシー代) ①

2025.1.29 1-14 2,200 293,136 視察移動費 (タ クシー代) ①

2025,1.31 1-15 874 292,262 消耗品費 (ス テンレスSカ ン) ⑨

月 計 375,000 270,384

累計 615,000 322,738 292,262

■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
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年月 日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目 その他

2025 2.3 2-1 ⑦4,156 288,106 来客用水

2025.2.10 2-2 126,200 161,906 ③人件費(1月 分)

月計 0 130,356

累計 615,000 453,094 161,906

様式第 10号 (第 6条関係 )

」

会 計 帳 簿

会派の名称 。議員氏名  自由民主党堺市議会議員団

の

務所賃借料など)

2 「項 目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動

費の使途項 目を記載する。 (次の番号の記栽でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請

・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報 。広聴費、③人件費、

⑨事務 。事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会  計  帳  簿

会派の名称 。議員氏名  自由民主党堺市議会議員団

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動

費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請

・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報 。広聴費、③人件費、

⑨事務・事務所費)

年月 日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目 その他

2025,3,7 3-1 5,570 156,336 来客用水 ⑦

2025,3,7 3-2 10,780 145,556 消耗品購入費 (プ リンターインクボ トル) ⑨

2025,3.7 3-3 19,110 126,446 消耗 品購入費 (プ リンターインクボ トル

他)
⑨

2025.3,7 3-4 708 125,738 来客用水 ⑦

2025,3.10 3-5 125,750 -12 人件費 (2月 分) ⑥

月 計 0 161,918

累計 6151000 615,012 -12
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参考様式第 1号

雇用状況報告書

会派の名称  自由民主党堺市議会議員団

 

 

       

〒 

堺市

令和 7年  1月  1日 令不日  7年     3月   31日

■直接雇用 □その他 (派遣等 )

24  時間 / 週  (1日   6 時間×  4 日 / 週)

■月額  □日額  □時給 125,000 円

■政務活動  □政党活動  □後援会活動  □( )活動

□勤務実態をもとに算定

(週勤務時間数のうち政務活動にかかる時間)    時間

(週勤務時間数)     時間

% □職務内容をもとに算定 ※下記参照

□生計を―にしない親族  ■第二者  □その他 (

※議員と被雇用者の関係は、生計を―にしていないことを条件とする、。

)

※雇用契約書またはそれに代わる書類の写 しを併せて提出すること。

※職務内容をもとに算定する場合の按分率

職務内容 按分率

政務活動十後援会活動 1/2

政務活動十後援会活動十政党活動 1/3

(上記以外の活動がある場合は、その活動を含めて分母の数 とする。)
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参考様式第 2号

雇 用 契 約 書

ふりがな  生 年 月 日

氏   名  

現 住 所
堺市

TEL

下記の条件で契約 します。

雇用期間 令和 7年 1月 1日  か ら 令不日7年i3月 31日 まで

就業場所
堺市堺区南瓦町 3番 1号 堺市役所 本館 11階

自由民主党堺市議会議員団控室

仕事内容 政務活動にかかる補助及び書類の作成

就業時間

(体憩時間)

年前 9時 00分から年後4時 00分まで

(う ち12時から13時は休憩時間)

休   日 土 。日・祝 日・年末年始及び平 日のうち週 1日 間 (有給休暇あり)

給与 (賃金 ) 月給 :125, OOO円 (所定外労働時間あり)

給与支払 毎月 31日 締切 り 翌月 10日 支払い

給与振込先 ′ 現金支給

上記契約期間満了をもつて本契約を解消する。

契約書は 2通作成 し、双方が各 1通 を保管す るb

令不日6年  12月   6日

雇用者 た ん ケ病
被雇用者
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参考様式第5号

出 勤 簿 ( 2025  年   1   月 )

労働時間
日 曜 日 始業時間 終業時刻

i不 噺 間 外

備  考

1 水 冬季休暇

2 木 冬季休暇

3 金 冬季体暇

4 土

5 日

6 月 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

7 火 09100 16:00 06:00 休憩1時間

8 水 09:00 16,00 06:00 休憩1時間

9 本 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

10 金

11 土

1タ 日

13 月 成人の日

14 火 09:00 1,6:00 06:00 休憩 時ヽ間

15 水 09:00 16100 06:00 休憩1時間

16 木 09:00 16,00 06:00 休憩1時間

17 金

18 土

19 日

20 月 09:00 16100 06:00 休憩1時間

21 火 09:00 1'C:00 06:00 休憩1時間

22 水

23 木 09,00 16:00 06:00 休憩1時間

24 金 09,00 16:00 06:00 休憩1時間

25 土

26 日

27 月 09:00 10:00 00,00 休憩 時ヽ間

28 火 09:00 16:00 06100 休憩1時間

29 水 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

30 本 09:00 16,00 06,00 休憩1時間

31 金

合計 90:00 0:00

出勤日数 15
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参考様式第5号

出 勤 簿 ( 2025  年   2   月 )

労働時間
日 曜 日 始業時間 終業時刻

基 本 時 間 外

備  考

1 土

2 日

3 月 09:00 16:00 06100 休憩1時間

4 火 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

5 水 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

6 木 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

7 金

8 土

9 日

10 月 09,00 16:00 06:00 休憩1時間

11 火 建国記念の日

12 水

13 木 09:00 16i00 06i00 休憩1時間

14 金 09100 16:00 06,00 休憩1時間

15 土

16 日

17 月 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

18 火 09,00 16:00 06:00 休憩1時間

19 水

20 木 09:00 16100 06:00 休憩1時間

21 金 09:00 16100 06100 休憩1時間

22 土

23 日

24 月 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

25 火 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

26 水

27 木 09:00 16,00 06:00 休憩1時間

28 金 09:00 16:00 06:00 休憩1時間

合計 90:00 O:00

出勤日数 15
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■ ―

‐   ~~

自由民主党堺市議会議員団

調査研究報告書

2025年 1月 29日 (水 )

衆議院第一議員会館地下1階

第 6会議室
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自由民主党堺市議会議員団 視察・調査研究実施 レポー ト

わたしたち自由民主党堺市議会議員団は、下記の通 り

調査研究のため視察を行つた。内容はとくに今年度の堺

市議会においてわが会派が取 り上げた質疑や市民のため

の政策実現に向けて、また、研究者等からの陳情などに

ついて、堺市や大阪府のレベルでは解決できない事案に

ついて各省の実務担当者 との意見交換や要望を行つたも

のである。 さらにわが会派にかねてから陳情のあった2

件、

「出産の保 lF父適用に係る課題」について、また「18歳未

満のこどもをもつ女性受刑者の処遇改善を求める要望」

について陳情者である大学教授 らが同席 した。また本市

の公明党の市議を通 じて山本香苗元厚労副大臣や鰐淵洋

子厚労副大臣が同席 された。

レ実施 日時、場所

日時 令和 6年 1月 29日 (水)14時 30分～17時

場所 衆議院第一議員会館 地下 1階 第 6会議室

■出席者

鰐淵 洋子

山口 典子

野里 文盛

信貴 良太

西)|1 良平

 

厚生労働副大臣 (14時 55ノフ」
＼_15時 10分まで)

堺市議会議員

堺市議会議員

堺市議会議員

堺市議会議員

茨城県立医療大学名誉教授

同席

大手前大学国際看護学部教授

山本 香苗 前参議院議員
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■14時 30分～14時 50分 (厚生労働省)

作活保 諮 春 の ヵB佳:ノ方＼↓こつ セ てヽ

征堕2鰹m垂堂Q差湮型当型廷⊇遡及ノガゝの支払いについて (資 料 1)

I説明者】

厚生労働省

厚生労働省

社会・援護局保護課

社会・援護局保護課

課長補佐

保護係長

 氏

 氏

堺市議会12月 定例会において、わが会派から質問した生活保護費の加算分について

行政の瑕疵により加算されなかった場合の遡及年数について、5年を限度とする行政側

の言い分について。 厚労省は堺市と同様、自ら製作した問答集を根拠にしたが、問答

集というのは行政側の慣習や言い分であって、その内容に法的根拠がない。厚労省に
その点を指摘すると、返答ができなかった。また生活保護費通矢日については、様式が
不親切なので、何の加算がされているのか両者に共にわかりにくいので、改善を要求
した。これについては改善を図るという回答があつた。私たちからは、生活保護費の

未払い分についての遡及は全額をイ呆障すべきで、制度の変更を求めることを申し入れ
た。これについては今後立法の立場から尽力していく。

■14時 55分～15時 40分 (厚生労働省、内閣府)

SACHICOや全国の性暴力救援センターの現状 と課題について (資料5)(資料6)

①性暴力被害者の救済とフォローについて

②性暴力救援センターSACHICOの課題について

・運営補助金の問題

・診療報酬の問題、

・相談員の病院内への入り方の問題

・証拠物の保管についての問題

・フンストップセンターとしての機能が果たせているかどうか
。医師確保の問題等

i~~■

,■
額ム4中

・持続可能な性暴力救援センターの在 り方について国の考え方について

ー
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昨年の春から性暴力救援センター大阪SACHICOが 、これまでの阪南中央病院からの撤
退を余儀なくされてお り、その存続が危機に瀕 していることが明らかにな り、わが会

派において堺市議会でもこの問題ついて昨年の本会議で質疑を行った。堺市の総合医

療センターはSACHICOの 協力医療機関として、性暴力被害者の診療を行い、精神的フォ
ローも行つてきた。 このことはわが会派の山口議員が長年にわた り女性の性暴力被害

撤廃を訴えて市民運動を長年にわたって行い、また議員 としても本市における性暴力

対策や誰もが加害者にも被害者にもならないための教育や啓発を行 う政策を市民人権

局、ダイバーシティ推進部、健康福祉部、市教委を中心に実現 してきた。 さらに国連
UN WOMENが提唱するセーフシ冴ィ・プログラムを日本で初めて堺市が敢 り組む道筋を

引き、すべての部局で 「特に女性や女児、すべての市民に対する暴力のない安全安心

なまちづ くり」を実施 している。またSACHICOの 問題についても深いかかわ りを持つて

活動 してきている関係から、この度のSACHICOの 危機に関して、SACHICOの 理事長 らと

ともにしっか りと大阪府 との話 し合いなどに参画 してきた。
ここでは内閣府男女共同参画暴力対策課が、SACHICOを はじめとする全国の性暴力救

援センターを所管 してお り、その課長 らと性暴力被害者のためのワンス トップセンタ
ーの実態や課題について話 し合った。資料6の説明を受けた。またSACHICOに 関する予

算についても、内閣府の性暴力被害者支援のためのワンス トップセンターヘの予算
は、昨年度よりも約1億円増であることを示 された。

そのほか、具体的に上記の設間のような課題は、地方 自治体だけでは解決できないも
のがあり、国の制度改革や予算措置、また関係人材の養成が必要 となる。その具体的
な内容は、堺市議会の2月 議会で私たちの会派から意見書を提案するので、その際には
しつか りと取 り組んでいただくことを要望 した。実際にわが会派から意見書を提案 し

ている。 (資料10)帰堺 してからも、SACHICOの 理事長や 医師、 事

務局長などとの話 し合いを続け、ヌイ和幸前大阪府議や中井 もとき大阪府会副議長 ら
と共に大阪府 との話 し合いを行つている。 さらに国への要望を意見書としてわが会派
から堺市議会に提案する。 (資料 8)

【説明者】

内閣府男女共同参画局男女間暴力紺策課 課長  氏

内閣府男女共同参画局男女間暴力対策課 課長補佐  氏

厚生労働省 医政局総務課医療調整係長  氏

厚生労働省 保険局医療課 主査  氏
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■15時 45分～16時 05分まで (厚生労働省)

出産時イ果【会稿 用 の について (奮料 4)

最初に厚生労働省から資料4「出産に関する妊婦等の経済的負担の軽減策の検討について」の

説明があつた。このたび厚生労働省は、出産時の保険適用を行うことをスター トさせると決定
した。この問題については、「産む女性の選択権の保証」や「助産師による 産支援が不利益
にならない法整備」等の課題があると、 大手前大学教授 茨城医療大学教
授から指摘と要望があった。 (資料2)

厚労省からは、出産時の保険適用には諸々の課題があることは認知しており、これから検討し

ていく、ということであつた。

1説明者】

厚生労働省 保[父局保険課 課長  氏

■16時 10分～17時 (法務省)

女性警刑者 の 改善について

まず、 大手前大学教授が「18歳未満の子どもをもつ女性受刑者への子育て支援強化に関
する要望書」 (資料3)(資料7)を渡し、その後、法務省から説明を受けた。

しか 教授の要望どおり、18歳未満の子どもをもつ女性受刑者は、その成長過程の中で自
らが愛情を受けたことがほとんどなく、自らの子どもの養育についてもどうすればいいのかわ
からない人が多い。だからこそ彼女らが矯正施設にいる期間中および出所後も助産師による子
育て支援を継続することが必要である。私たちも女性受刑者の問題について、初めて触れた知
見であり、女性たちの犯罪を未然に防ぐことの重要性や受刑中の子育て支援の十分な整備が必
要で、そのことが再犯を防ぐことであることをしっかりと認識できた。よつてこの問題につい
ては、わが会派で意見書を作成し、国に紺して要望する。 (資料9)

【説明者】

法務省 矯正局更生支援管理官     氏

法務省 矯正局更生支援管理官付 専門官   氏

法務省 矯正局更生支援管理官付 事務官   氏

16



出張報告にかかる領収書等の整理番号その他必要事項を下欄に記載すること

(領収書等貼付用紙整理番号)卜6,1-7,1-3,1-9,1-10,1-11,1-12,1-13,1-14
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考岩 |

Or生活保護間答集についてJ(平成 21年 9月 31日厚生労働省社会 B援護局保

護課長事務連絡)(抜粋)

問 13-2 扶助―費の1遡及支給の限度及び戻入,返還の例

(問)次に示す場合について,扶助費の戻入,返還等の取扱いを教示されたい。

(a)世帯員の転入等の事実が明らかとなつたため,既に扶助費を支給した月

の最低生活費の額を増額して認定する必要が生じたとき。

(b)ィ (e) (略 )

(答)1 扶助費追加支給の限度

(a)の場合どの範囲まで最低生活費の!認定を事後変更していわiゆ る追給の措

置をとるべきかが問題となる。本来転入その他最低生活費の認定変更を必要

とするような事
―
項については,収入申告と同様,受給者に届出の義務が課せ

られているところでもあるし,また,一旦決定された行政処分をいつまでも

不確定にしておくことは妥当でないので,最低生活費のi遡
―
及変更は3か月程

度 (発見月からその前々月分まで)と考えるべきであろう。尋れは,行政処

分について不服申立期間が一般に3か月とされているところからも支持され

る考えであるが, 3か月を超えて遡及する期間の最低生活費を追加支給する

ことは,生活保護の扶助費を生活困窮に直接的に対処する給付として考える

限り妥当でないということも理由のひとつである。

ただし,
昌祇生滑警 設‡密Vが滴 t刀 行われなか った と つ しヽ て 尋の |

つ

機関において認定を誤ったことが明らかな場合は,発見月から前 5年間を限

度として追加支給 して差しつかえない。その場合,真にやむを得ない事情か

ら追加支給を行うことを踏まえ,追加支給された扶助費が被保護世帯の自立

更生のためにあてられるよう助言指導すること。なお,被保護世帯の自立更

生のためにあてられる費用であれば,直ちに自立更生のため|の用途に供され

るものに限るものではないので留意されたい。一方で,使用目的が保有の認

められない物品の購入や贈与等により当該世帯以外のためにあてるなど,自
立更生のためにあてられない場合については,収入認定することとなるが ,

収入認定を行うにあたっては,機械的に収入認定を行つて保護を停廃止する

のではなく,状況に応 じて収入認定額の一部を翌月以降に分割して認定して

差しつかえない。

2～ 4 (略 )
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産む女性の選択権の保証に関する要望書

令和 7年 1月 29日

助産師 
大手前大学大阪キャンパス内

Emailiesuzui@otcmae,ac.jp

本日は、お忙しい中、貴重なお時間を割いて頂き、産む女性がもつ出産方法の選択権に関する要望につ

いて関心をもって頂いたことに、深 く感謝申し上げます。

私は勤務助産師として病院 ,診療所で 15年間勤務 し、その後、1995年 より大学教員として勤務して

います。その間、『超音波診断と妊婦』(明石書店)を 刊行し、毎回の妊婦健診時に超音波診断装置を用い

た妊婦健診を行うという日本独自の特異な状況について、戦後の政策誘導による出産場所と出産介助者

の変更を達成 し、その後に興つたME機器産業の知識集約型新産業育成のためによる政策誘導であるこ

とも明らかにしてきました。

つまり、第二次大戦以降、日本の出産は助産師よる自宅から、母子健康センターを通過点として、病

院や診療所に移動し、介助者も助産師から医師へと変更し、2025年 1月 現在、日本の施設内分娩の占

める割合は 99.8%で あり、その内の助産院での分娩が占める割合は 1%であると報告されています。

この度、2026年度を視野に出産の保険適応化が閣議決定されました。この出産の保険適応化は、産

む女性の選択権を完全に奪 うことにつながるのではないかと危惧しています。

つきましては、今後の厚生労働省とこども家庭庁の共管による「妊娠・出産・産後における妊産婦等の

支援策等に関する検討会」において、以下の要望を致 します。

1.産む女性の「産み出す力」「生まれる力」を削がない出産の在 り方を具体的に明示してください。

日本における出産をどのような様態にしたいのか、国が目指す出産のあり様をどうしたいのか、その

ゴールが見えません。日本は 99.8%が既に保険医療機関の病院・診療所で行われて、正常出産を解除す

る助産師による助産所出産は 1%です。これが戦後、GHQが 目指した政策転換による出産のあり様

で、その目標は達成したと考えています。

この度、出産費用の保険適応を行うことにより、次の段階として、より医療介入を促進し、医学的管

理の徹底による出産を目指しているのか、その目的と方向性が分かりません。

2.自宅や助産所で出産 した女性に対する不利益が被 らないようにしてください。

正常な出産を介助することが法律により業務として制定されている助産師は、保険医ではありませ

ん′∪また、助産所は医療機関ですが、保険医療機関ではありません。そのため、出産の保険化という現

物給付となつた際に、保険医でない助産師は保険診療の医療行為が実施できず(診療報研llの請求もでき

ません。よって、助産所や自宅で出産 した女性は保険化の適応 とならず、女性の選択権の喪失だけでな

く、費用の負担も大きくなることが危惧されます。

よって、女性の出産場所や出産介助者の選択権が喪失 しない方法で、法整備をしてください。

19



玖*Tジ

18歳未満の子 どもをもつ女性受刑者への子育て支援強化 に関する要望書

令和 7年 1月 29日

フォレンジック・矯正看護研究会

代表 
大手前大学大阪キャンパス内

Emailiesuzui@otemacoac.,p

本日は、お忙しい中、貴重なお時間を割いて頂き、18歳未満の子どもをもつ女性受刑者の処遇改善について関

心をもって頂いたことに、深く感謝申し上げます。

私は、平成 28(2016)年 4月 より、「女子施設地域支援モデル事業 :現女子施設地域連携事業」により加古川

刑務所の非常勤助産師として勤務 し、18歳未満の子どもをもつ女性受刑者への子育て相談を行ってきました。そ

の間、女性受刑者のもつ養育体験や養育行動の特徴を明らかにし、適切な養育体験が乏しいために子育ての方法

が分からないことが明らかになりました。そのため、子育て相談では乳幼児の愛着形成以外に、児童虐待の負の

連鎖を断ち、健やかな親子関係構築の実現に向けて尽力し、一定の効果が研究では実証されました。これは受刑

者のみならず一般の子育てにかかわる親たちにも言えることを確信 しております。

さて、令和 4(2022)年 6月 17日 に刑法改正 (法律第 67号 )で、「懲役刑」から「拘禁刑」になり、より社

会復帰に向けた柔軟な処遇改善が可能となりました。令和 7(2025)年 1月 現在、女性受刑者を収容する刑事施

設は全国に1lヵ 所あり、全収容者数のうち(18歳未満の子どもをもつ女性受刑者は約 4割 を占めています。し

かし、子育て支援への取 り組みは、各施設によって異なり、集団指導のみという施設も珍しくありませんbま た、

全国矯正施設間の助産師連携は一度も実施されたことがありません。

よって、PTSDを 内包する女性受刑者の精神的特性を考慮 し、全体の4割を示す子どもを持つ女性受刑者を対

象にした、乳幼児への愛着形成を含む体系的な子育て支援教育プログラムを構築する必要があると考えます。こ

れらの教育により習得できる子育て力は、受刑者の社会復帰および次世代である乳幼児の健全な育成には不可欠

なものとなります。

つきましては、今後の法務省の処遇改善に向けた審議会において、以下要望を致します。

1。 18歳未満の子どもをもつ女性受刑者を対象に、助産師やその他の専門職等との連携による出所後の子育て支

援の継続を実現してください。資料参照

2.子育て支援を行 う助産師の非常勤雇用を拡大し、18歳未満の子どもをもつ全国の女性受刑者への子育て相談

を実現してください。                      1
非常勤助産師の雇用様態や勤務日数が施設によって異なり、月 1回程度なので、収容者の一部 しか指導ができ

ていません。週 2回程度の雇用として、子育て相談の強化を図って下さい。

3.18歳未満の子どもをもつ女性受刑者を対象にした子育て相談の内容や方法を明確にしてください。

矯正施設における子育て指導の方法が施設によって異なります。より効果的な子育て指導の方法や内容を専門

家等と協議しガイドライン等を作成 し、全施設間の均一化を図つてください。

4.全国の女性受刑者刑事施設に勤務する看護職の連携および専門的研修制度を定期的に実施 してください。

女性受刑者特有の行動特徴や課題があり、専門的なフォレンジック看護分野の知見を習得できる看護職の理解

を深め、適切かつ効果的なケアを提供するための連携強化及び研修を定期的に実施 してください。
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出産に関する妊婦等の経済的負担の軽減策の検討について
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皿-1 「加速化プラン」において実施する具体的な施策

ヽ

(2)出産等の経済的負担の軽減 ～妊娠期からの切れ目ない支援(出産費用の見える化と保険適用～

〇 本年 4月からの出産育児下時金の大幅な引上げ (42万円→50万円)及び低所得の妊婦に対する初 の産科

受診料の費用助成を着実に実施するなど、妊婦の経済的負担の軽減を推進するとともに、出産費用の見える化

について来年度からの実施に向けた具体化を進める。

出産費用の見える化については、本年夏にかけて有識者による検討において公表項目等の整理を行つたとこ

ろであり、今後、医療機関等の協力を得て、必要な情報の収集やウェブサイトの立ち上げを行う。

その上でこれらの効果等の検証を行い、2 2 一
」

出産に関する支援等の更なる強化について検討空進める。

あわせて、無痛分娩について、麻酔を実施する医師の確保を進めるな iど、妊婦が安全・安心に出産できる環

境整備に向けた支援の在り方を検討する。

ロ

に向

)

略」～「こども

月22日(令和 5年 1
異なる少子イ

1
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基づく保険給付として、健康保険や国民健康保険など
たはその被扶養者が出産したとき、出産に要する経済的負担を軽減するため、一定

出産育児一時金の支給額については、出産費用等の状況を踏まえ、弾力的な改定を実施する
ため、被用者保険は政令、市町村国保は条例で、それぞれ規定。

令利 5年 4月から、室料差額等を除いた全施設の平均出産費用等を勘案して、原則50万円
(本人支給分4888万円+産科医療補償制度の掛金分lE2万円)を支給。

の金額が支給される制度。

出産育児一時金とは、健康保険法等に
の被保険者ま

<支給十卜:妙(・ 支給額 缶訴日2年度)>  (出典:「医療保険に関する基礎資料」)

支給件数 (万件) 支給額 (億円) 財源構成

1,1921 保聡料.(、40/10)

協会けんぽ

市町村国保

1国保組合
―

37

12

8

2

87

1′543      保険料 (10/10)

わ5・
―1111 保険料!(10/1o)I I

320 保険料 (1/3)
地方交付税 (2/3)

―保険料
目庫補助(

(3/4相当)|
1/4相当)(※ )

2

計 3′638

※ 全国土木建築国保組合を除く。23



年 lo月 ～ 児一時金の創設 (支給額 30万円 )

O 「分娩」という保険事故に対する一時金である「分娩費 (標準報酬月額の半額相当 (最低保障額24万円))」 と「育児手当金 (2
千円)」 を廃止し、出産前後の諸費用の家計負担が軽減されるよう、出産育児一時金を倉u設。

○ 支給額の考え方 :分娩介助料 ( 立病院の平均分娩料26.4万円 (H5)) 出産前後の健診費用 (2.フ万円) 育児に伴う初期費用
等を総合的に勘案して、30万円に設定された。

平成 12年医療保険制度 改 革

○ 平成42年医療保険制度改革に
の保険財政への影響を勘案して

30万 円を据え 置 き

際して、平成9年の国立病院の平均分娩料が30万円、健診費用が3.6万円であったが、引き上げた場合
、出産育児一時金は分婉料のみを補填するものと位置づけ、引き上げを行わなかった。

平成 18年 10月 ～ 35万 円に引き上げ

○ 支給額の考え方 :国立病院機構等における平均分娩料3436万円 (H17.3)

平成 20年 4月 ～ 後期高齢者 医 制度 の創 設 に う負担の仕組みの変 更
○ 後期高齢者医療制度の創設に伴い、全世代が負担する仕組みから75歳未満の者のみで負担する仕組みに転換。
平 21 1月 ～ 38万 円に引き上げ
○ 支給額に産科医療補償制度の掛金分 3万円上乗せ

○

21年 ■0月 ― 42万 に引き げ (平成 23年 3月 まで の暫 置 )
19. ※ ツ ―ビス等は対象外

○ 出産育児一時金の直接支払制度を導入

平成 23年 4月 ～ 原則42万円を恒久 化

平成 27年 二月ん 原則42万円 (本人分 39万 魔→40.4万円に引上げ)

○ 産科医療補償制度の控I金を 3万円から186万円に引き下げ
○ 支給額の考え方 :公的病院の平均出産費用40.6万円 (平成24年度)※室料差額、その他 (祝膳等)、 産科医療補償制度の掛
金は除く

4 ■ ～ 42 ぃ4 →

○ 産 を136万円から1.2万円に弓き下

令和 5年 4月 ～  原 則 50万 円 (本人分 40B8万 円→48.8万円引上げ)

金は除く

の考え方 :全施設の平均 令和 4年度 ※室料差額、その他 (祝膳等)、 産科医療補償制度の
ぞ
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_全 施設の占産費用  _公 的病院の出産費用  _私 的病院の出産費用  ュ輯」と!診療所 (助産所含む)の出産費用

※本資料においては、出産育児一時金の直接支払制度実施要綱に基づき、分娩に係る異常に対し保険診療が行われた分娩として請求のあつたものを異常分娩としている。

※出産費用は妊婦合計負担額から「室料差額」、「産科医療補償制度掛金」、「その他虫の賢目を除く費用の合計額を指す。

※出産育児一時金の直接支払制度の請求データより厚生労働省保険局にて算出

※令和 6年度は令租 6年 4月から令和 6年 9月までの半年分の講求データ

7_

48,2

47.4

令和5年度  令和6年度

(上半期 )

4
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・ 正常分娩の出産費用の全国平均は506′ 540円 となつた。

・ 平均出産費用が最も高い東京都と最も低い熊本県の間には約24万円の差が確認された。

4フ 9′5
,フ |

483′

476′6851 483′500

フ
|

471,14 466′956

9381483ァ 488′ 7フ 1

501′ 502′ 275

__485′ 88コ 495′020

7294431 442′725
4087 417′03

′4641466 485,000
499 495′

493,7001 494′290
43フ′8061 438′515

_472′ 81司 474,030

453,5 101 456′340
469′5511 475,000

42フ′e121 432′965
480,0411 482′500
44 2,9801 447′385
462,0831 469′ 650
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441′6161 440′000
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言重様

大分県
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沖縄県

※本資料においては、出産育児一時金の直接支払制度実施要綱に基づき、分娩に係る異常に対し保険診療が行われた分娩として請求のあつたものを異常分娩としている。
※出産育児=時金の直接支払制度の令剰5年度請求データより厚生労働省保険局にて算出
※出産費用は妊婦合計負担額から「室料差額」、「産科医療補償制度掛金」、「その他」の買目を除いた費用
※総イ今数 は384′613件 5
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③厚生労働省 出産施設を
探せるサイト

…2024年 5月 30日公開 ―

https://wwWimhtw.go.jp/st7birth― navi/

妊婦の方々が、費用やサービスを踏まえて適切に出産施設を選択できる環境を整備するため、
全国の出産施設に関する情報の提供を行うWebサイトを厚生労働省が開設・運営します。

掲載内容

■Ⅲ Ⅲl fュ .. 二■こ
==

｀
卜 |、 ,‐ トップページから、エリアや

条件を指定して出産施設の
検素を行えます。

出産施設ごとの特色・サービスの内容等に関する情報と、
出産費用等に関する情報を併せて公表します。

(施設の概要)

施設種別―、病床数、年間の分娩取扱件数、専門職の人数など

(サービスの内容)

助産師外来、院内助産、産後ケア、無痛分娩の有無など

(費用等の情報)

平均入院日数、出産費用の平均額など

掲 載施 設 数

全国2,112施設の情報を掲載 (2024年 12月 6日時点)

※年間分娩取扱件数が21件以上の施設の約99.9%に加え、
20件以下の施設も任意で情報掲載

へようit

f出
産なび

`

鞠

5■の検筆給黒

条件に該当する出産施設の
一覧が表示されます。

Ⅷ

1:'.イ 支liユ

■|■  11下 F I

ユ文
=:二

それぞれの施設の詳細情報が
個別ページで表示されます。

6
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「こども未来戦略」 (令和 5年 12月 22日閣議決定)において、『2026年度を目途に、出産費用 (正常分娩)の保険適用の導入を
含めt出産に関する支援等の更なる強化にっいて検討を進める』とされたことを踏まえ、妊娠 。出産・産後に関する様々な支援等
の更なる強化の方向性について具体的な検討を行うべく、有識者の参集を得て検討会を開催する。

構成員

全国衛生部長会会長/高知県理事 (保健医療担当)

奈良県立医科大学教授

公益社団法人日本看護協会 常任理事

公益社団法人日本産科婦人科学会 常務理事

健康保険組合運合会 会長代理

三重県鈴鹿市長

公益社団法人日本勘産師会 会長

日本大学医学部 主任教授

◎東京大学大学院法学政治学研究科 教授

広島県府中町長

株式会ASネッセクリエイティフ
゛
ワークスたまごクラブ前編集長

特定非営利活動法人manma 理事

公益社団法人日本医師会 常任理事

一般社団法人日本周産期 i新生児医学会 理事

公益社団法人日本産婦人科医会 冒1会長

日本労働組合総運合会生活福祉局 次長

○国立研究開発法人国立成育医療研究センター 成育こど

もシンクタンク 副所長

株式会社赤ちゃん本舗コミュニティデザイン統括部長

検討事項

(1)出産に関する支援等の更なる強化策について

, 医療保険制度における支援の在り方について

・ 周産期医療提供体制の在り方について     など

(2)妊娠期・産前産後に関する支援等の更なる強化策について

(3)その他

事務局

・ 本検討会は、厚生労働省医政局長及び保険局長並びにこども

家庭庁成育局長が開催する。

・ 本検討会の庶務は、厚生労働省医政局地域医療計画課並びに

保険局保険課及び医療課並びにこども家庭庁成育局母子保健課

において処理する。

開 催 日

第 1回検討会
第 2回検討会
第 3回検討会
第 4回検討会
第 5

◎ :座長 ○ :副座長
(五十音順、敬称略)

※ 必要に応じ、構成員以外の学識経験者及び実務経験者等の出席を求める
こととする。

2024年 6月 26日
2024年 8月 1日 (医療者等からのヒアリング)

2024年 8月 21日 (妊産婦等からのヒアリング)

2024年 9月 11日 (医療保険者等からのヒアリング)

2024年 11月 13日 (ヒアリング等)

2024年 12月 11日 (今後の議論の進め方等)

ム

第 6回検討会
29



これまでの開催状況

学■|1聯
(1)検討会の設置について

(2)妊産婦等の支援策等をめぐる現状について

(3)実態調査について

義1期報辮鵡期緯齢細峰鶴鋤1坤
(1)周産期医療や母子保健事業の提供側からのヒアリング
。公益社団法人日本産婦人科医会
。公益社団法人日本産科婦人科学会
・一般社団法人日本周産期・新生児医学会
・公益社団法人日本看護協会
・公益社団法人日本動産師会

禁!命!亀謙     魂熱勲説れHI
(1)妊産婦の当事者からのヒアリング

・妊産婦の当事者 (3名 )

(2)妊産婦の声を伝える者からのヒアリング
。株式会社赤ちゃん本舗
・株式会社ベネッセコーポレーション
・一般社団法人全国妊娠SOSネットワーク
・コネヒト株式会社

秦!4■襟
―
討会●婁o,4午,1塩 |■算

(1)医療保険者・医療提供側等からのヒアリング

・全国衛生部長会会長
・一般社団法人日本産科麻酔学会
・健康保険組合運合会
・公益社団法人日本′Jヽ児科医会

(2)自治体からのヒアリング

:三重県鈴鹿市
・広島県府中町

華1彗 車斡韓載12●2■年■
(1)出産費用の見える化等の効果検証について
。出産なびの妊産婦へ与える影響について
。出産なびの運用状況等について
。出産費用の状況等について

(2)ヒアリング

・東京大学大学院講師 
・弁護士 氏
・静岡大学人文社会科学部教授 氏
。前田産科婦人科医院理事長 氏

幸|と 口|工
:討■||||-11年 :|:=月二1■

(1)今後の議論の進め方等について

(2)出産なびについて
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彩り守ぢ

「1生犯罪・性暴力被害者のための

ワンストップ支援センター」と

医療従事者との連携のために

知っていただきたいこと

はじめに一一一            ・

このチランは、医師や看護師などの医療従事者の方に、「性犯罪・性暴力被害者のた妙のワンストップ支援センター」に

ついて理解を深め、センターと連携して、被害者支援にあたつていただくことを目的としています。

性暴力は、「l性犯罪」となる

場合もあります
例えば…          Ⅲ

団不同意性交等罪・  0
不同意わいせつ罪

団性的姿態等撮影罪 など

ネ皮害者は

・レイプ (1窒、肛門、口腔への挿入を伴う被害)、 その他の性的接触だけでなく、 ●■

言葉やインターネットを通じた性暴力もあります。
・レイプドラッグなどによるキ皮害もあります。              v
t被害者と加害者の関係性に関わら式 どのような環境でも起こり得ま丸

,

f卜

i庭
蒲天燕

~~4

fr~貴重i師模莉:~手
|‐ 精神科

性暴力の被害にあつたことは、被害者

の責任ではありません。しかし、被害者

は、自尊心を傷つけられ、何度も自分を

貢めたりします。

小児科
受診した方の性被害に気付いたら、

ご本人の同意を得て、ワンストップ

心療内科 , 支援センターにご紹介ください。

|

す
I

I

「
i

|

|

I

,

I

I

I

I

|

十

I

十

t

|

|

一
ェ

などを受診する可能性があります。

受診者の性被害に気付いたら、ワンストップ支援
センター、警察等への相談を勧めるとともに、医療

従事者の皆様から「あなたは悪くない」「あなたに

落ち度も責任もない」と、繰り返し伝えてください。

．
■

ユ
”

報

Ｆ

ミ

ユ

一

もっと自分を

大切にして .

磨

+

“
駆

…

男性なら、
性被害を受ける (
わけがない

, 今後はしつかり
選妊しようね

i  よくあること r f
i だから気にしない 上

イ
1   

方がいい _r'

厚生労働省

医政局

周囲からの思い込みや偏見などによる言動に

よつな さらに傷つけられてしまうことを「二次被害」
と言います。

この二次被害によつて、被害者は無力感や罪悪
感、自責感を強め、心を開ざし、治療や相談を中断
してしまうことがあります。
二次被害防止の重要性についてご理解頂き、

瑚 >.鋭I轟
|:

ワンストップ支援センター

'こご紹介ください

付

性暴力とは、同意のない性的な行為です

救急科

コラムC)

コラムの

悪意のなtヽ

発言の例

師ま暮暮 031
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<面談>
130代以上 |

1  19.フ% |

N==539

※年代が不明の者を除いた場合の割合 (令和4年 6月 ～8月 )

20代

30.6%
中卒～19歳

19.9%

12歳～中学生

13,2%

12歳未満

16.7%

性別は、女性が大半を占めるが、男性からの相談も電話では約1割となづている。
被害時の年齢は、約半数を10代以下が占めており、中学生以下に限っても、3割に上る。

<電話相談>
女性 81H70/0、 男性 14口 00/0

<面談>
女性 9フ B50/o、 男性 2B30/0

内閣府「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを対象とした支援状況等調査」報告書(令和5年 3月 )
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f強制性交等B準強制性交等」が最も多く、約半数を占めており、
次に「強制わいせっ・準強制わいせつ」が多くなつている。

に及んでいる。1割超つけ性交等 Iがわいせ者から「18歳未満への

<面談>
痴漢

1.1%

|そ の他 :

1 生2.9% |

盗撮 |

1.4%

N=711

強制性交・準強制

性交等

47,7%

強制わいせつ 。準

強制わいせつ

25.2%

生と歳未満への監護者から

のわいせつ・性交等

11.7%

(令和4年 6月 ～8月 )

内閣府「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを対象とした支援状況等調査当報告書 (令和5年3月 )
33



「友人・知人」が最も多く、次いで、
「まったく知らない人」t rsNSや掲示板等インターネット」、

「親(実親B養親・継親・親の交際相手含む)と の順に多くなっている。

11.80/0

3.60/c

フ.20/0

7.60/。

3.40/0

3.40/。

3.50/O

71

.00/。1■

30/08

％２

　

１

3.10/O

12.80/。

1.40/0

0.80/0 1

友人・知人

まつたく知らない人

SNSや掲示板等イ刀 ―ネット

親(実親・養親・継親・親の交際相手含む)

<面談>
(元 )配偶者

(元)交際相手

その他家族・親戚

職場・′〔イト先関係者(同僚)

職場・ア常 卜先関係者 (雇用主・上司等、客含む)

学校 ,大学の教員や部活動のコーチ

福祉関係者(福祉施設職員)

医療関係者 (病院 ,診療所職員)

不明

そて図駅例えば「不特定多数」等)

00/o     50/0    100/。    150/0    200/。    250/0    300/0    350/。     400/。

(令和4年 6月 ～8月 )

N=711

内閣府「性犯罪H性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを対象とした支援状況等調査」報告書(令和5年3月 )
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被害からセンターの面談に至るまでの時間については、
一方で、「ェ年以上lo年未満」イ概ね10年以上」を合わせると全体の約2割となっており、

被害から長い時間を経て、相談に至る場合も少なくない。

0多い「72時間以内 iが

<面談> 00/0 200/。 40% 600/0

フ2時間超～1週 F日号以内

1週間超～1カ月以内

1カ月超～半年以内

半年超～1年以内

不 明

N==708

(令和4年 6月 ～8月 )

24.フ 0/O

9.70/。

8.10/O

フiSO/0

フ.SO/0

0/Oフ4.1

12.40/c

15,40/。

ア2時間以内

1年以上10年未満

概ね10年以上

内閣府「性犯罪・性暴力被害者のためのワシストップ支援センターを対象とした支援状況等調査」報告書(令和5年 3月 )35



ワンストップ支援センター
全国共通短縮番号 (R2H10/1～ )

通話料無料化(R4.11～ )

「#8891」

(はやくワンストッ功

性暴力被害者のための
夜間休日コニルセンター(R3「lo/1～ )

性犯罪・性暴力の夜間の相談や緊急対応のため、こ、れま
で夜間休日には対応していないウンストうプ支援センター

既冨雇:  伸
:ヽ

ワシス

性暴力に関するSNS相談

「キュアタイム」
R2日10/2-

瑠匙ぜ冴I!で 鰯

”
年倉】・ こと二:こ聞いとせん 霊盗てOk

同 意 の な い 性 的 な 行 為 は

全 て 性 暴 力 で す 。

熊るu港誓酪豫

R検素キュアタイム

お求ttあった

に関するSr、 S鵜 談ならキュアタイム

顧
或

う

暴カ性
み
．

移

霞よない佳勢客行為燃す(て 豊尋力です
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B被害直後からの総合的な支援を可能な限リーか所で提供

B藝票貢8富昌8尾堰亀羅罫者     回復を図る

B第5次男女共同参画基本計画
・第4次犯罪被害者等基本計画

設置者B道府県数 B47都道府県
(52か F~斤 )

B21都府県 (令和6年4月 )

・「性暴力被害者のための夜間休日コールセンター」
夜間体日に対応していない道府県について対応 (内閣府が設置 )

口病院拠点型 (12センター)

・相談センター拠点型(3センター)

コ相談センター中心連携型(37センター)

口産婦人科等医療的支援(緊急避妊薬の処方B証拠採取B継続的な医療等)
日法的支援 (弁護士相談、弁護士紹介等)

E心理的支援 (精神科の医療費やカウンセリング費用の補助等)

D内閣府から、都道府県等に対し
「性犯罪B性暴力被害者支援のための交付金」を交付

・69,100件 (令和5年度)
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全国のワンストップ支援センターヘの相談件数は、年々増加。
令和5年度は、前年度比935%増。(11月 を除き、前年度を上回うて推移)

い

■

一

件 各月の相談件数 各年度の相談件数
件

8,Oo0

7,000

6,000

5,000

■000

3,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

201000

9.5%韓曽

69,100

6,131    6′098

-6,708

5,964  5,810

4,219

3,S61

63,091

5,7711111

li!||;■

||||:||■ |

．５，６７５‐一一一一．【ば

S,944

5,5001 S,417

5160 ''86島 28す
5,370

4,621

4,8631

Sl,141

＾
¨

一
卜

一^

卜

一　

　

・

一
・一一イ
・　
一一　
　

１

. 3,28■ 3,437
争ギ!が

?ゴ

:
3,SSl           l       i

3,467

4505

3,S61

41,384

3,058

2,889

3,139

3,235 :

4月   5月

3,219

2,000

1,000

0

10,000

0

11月

↓
．

月

■
一　

９3月 10月

令和3年度

1月

令和5年度

12月 洋洋洋江2月    3月
令和2年度 令和4年度

1.相談件数は、性暴力・酉己偶者暴力被害者等支援交付金 (性犯罪・性暴力被害者支援事業)の事業実績として、都道府県等から報告のあった電話・面接・メール・SNS等による相談の合計。
2.対象となるセンターは、令和元年度49か所、令和2(2020)年49か所、令和3(2021)年度49か所、令和4(2022)年度50か所、令和 5(2023)年度50か所。

注
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アデレード女性刑務所
(Adettde wOmen'sP面 sOn)における
社会復帰に向けた取り組み

大手前大学大学院国際看護学研究科

鈴井江三子 すⅢえユこ
i加古川刑務所法務事務官看守

:酒木 幸
`い

とさち
:兵庫医科大学看護学部

i西
村明子 にしむら禁こ

女性受刑者のトラウマに配慮した
支援策を求めて

筆者 (鈴井)は ,2013(平 成 25)年 2月 に

発足した「女子刑務所のあり方研究委員

会」と,同委員会を中心に始まった「女子

施設地域支援モデル事業」に2016年 から |
関わり,今年で9年 目を迎えました。その |
間,18歳未満の子どもをもつ女性受刑者 |
への子育て相談をしながら,女性受刑者を |

対象とした調査も実施してきました。その |

結果,全女性受刑者のうち18歳未満の子 |

どもをもつ女性受刑者の割合は約 40%で  |
あることが分かりました。また,覚せい輝 |
取o法違反(以下,覚せい剤)で入所してい |
る女性受汗J者の多く1ま ,家族機育ヒカS乏 しヽヽ |
環境で育ち,被害児童としての被養育体験 |
をもっていることも分かりました。力Hえ

|

て,罪名(こ 関係なく実父や義父・内縁の夫 |
に性暴力や恐怖体験を受けた女性受刑者の

 |
多くは,月 学ヽ校高学年から家出や夜聞つ,イ回 |
を繰 ,返 し,シ ンナーを常用後,覚せモヽ斉J I

の使用につな力Sっ てtヽ ました。持に,性暴 |
力の被害児童は,中学生頃力'ら その怒,や  |
1曽悪をパつ1)る よう1こ ,(ヽ 1,ゅ る「おやじ |
狩ク」やイ末団リンチなど′破壊的・暴力的 |

行為に及んでいる者もいました。。

こうした被害児童としての行動特徴は学

校や社会の中で理解されず,地域社会から

,‐オ舛され,信頼できる人間関係の構築も乏

しいままに成長するという成育歴につなが

',覚
せい剤を介しての利害度係が主な人

間関イ系になることも少なくめ,ま せん。そ

のような女性受刑者は,適切な養育体験や

信頼する人間関係が乏しい中で,妊娠・出

産を裸り返し, 自分の子どもとの接し方が

分からないと病藤しています。

モデル事業の開始と時を同じくして
,

2016年 12月 には再犯防止推進法が成立

し.受刑者への就労や住居の確保,薬物依

存者への支援や犯罪をした者等の特性に応

じた効果的な取 )組みが始まりました。女

性や発達上の課題を有する者への指導や支

援の充実も推進計画として策定され,女性

受則着の特性に配慮した入所中の対応や指

導は,再犯防止に必要不可欠な勤す茶事項と

して明示されましたう。

こうした背景を受けて, どうしたら被害

児童としてのトラクマを抱えてマ`る女性受

刑者ャ支援し,再犯を繰 )返さずに社会復

帰できるのかを筆者らは考え続けてきまし

たこそして女性や子どもへのケアに取り組

1562 1動 E驚 誌 YoI々 ,ic l
134‐ 3163/21′ t,(;了 詢0/「こ子:Y750/缶 文4COPY

む刑務所の先進事例に学パため,2017年

にオーストラリア・アデレード州にあるア

デレード女性刑務所を視祭しました。しか

し,当時のアデレード女性刑務所は,女性

受刑者への社会復帰に向けた取り組みが始

まったばか,で , まだまだ閉鎖刑務所とし

ての特徴が色没くありました。以前,本誌

で紹介した7年前の写真は,高 いフェンス

だ1)が 写っているものでした。。その後,

同刑務所より,本格的に社会復帰支援に向

けた取 )組みがなされている女性汗U務所と

して紹介されたのが,パースナHに あるボロ

ニア出所前センター(BOronta Pre― release

center)で す。。しかし,同 センターは出

所前の開放施設であり,筆者が関わってい

る加古川刑務所の開鎖刑務所とは随分と処

遇内容が異なります。ようよい地位と収入

を得ることを目的にした学位取得や管理

職,ま たはシェフなどの専門職業人を目指

す訓線施設を兼ねており,筆者らが参考に

できる取り組みではありませんでした。そ

のため,開鎖刑務所でトラウマケアや母子

支援を実践している英国の閉鎖刑務所にも

見学研4歩 に行きました9が,具体的なトラ

クマケアの方策は分か

'ま

せんでした。

近年,ア デレード女性刑務所が本格的に

社会復帰支援の取り組みを行い,再犯率が

改善しているという情報を得たことから,

再度,同施設での研修を行い,社会復帰に

向けた女性受刑者支手災について具体的な方

法を学パことができました。本稿では,そ

の内容を紹介します。

地域社会への復帰を目標にした

リハビジテーション施設としての変革

2016年,南 オース トラフア(以下,SA)

州における2年以内の再犯率は 46%と 高

いものでした。再犯率の低下は地域社会の

安全確保につながるため,SA州 政府は
,

2020年 までに10%の 再犯率の改善を目標

に刑務所改革に取 ,組 みました。その結

果,再犯率は 15%の 削減に成功し393%

となり,全国平均の531%を 大きく下回

りました。この成果を受けて,SA州政府

は,2026年 までに再をE率 をさらに20%削

減するという公約「20by26」 を新たに発

表しました0。 そのため各刑務所では本格

的な受刑者の社会復帰を目標にして,地域

社会への復帰,雇用の確保,先住民族アボ

リジニのアレーッを持つ受刑者に対する対

応,刑務官の Wel―being確保,多 職種連

携を柱にし,多面的な取り組みを実践して

います。例えば,受刑者が薯らす刑務所内

の環境にも着目し,鉄のフェンスの前に観

葉植物を植えて自然な緑のフェンスに代替

えしています。また,受刑者が製作したア

ボリジエの絵画やオブジェを飾り,受刑者

だけでなく刑務官の心の安年にも役立つ工

夫がされています。

こうした家庭的な雰囲気の環境づくり

は,ア デレード女性刑務所全体にみること

ができます。今回,正面入口で撮影した写

真を,7年前のフェンスの写真 写真1と 比

較すると分かりやすいのですが,面会に来

た家族や子どもたちが萎縮しないように
,

入うやすい雰閣気を作った建物に変わって

います写真2。 また,面会室もホテルのコ

ビーのように天丼を高くして空間を確保

し,窓 も大きく自然の光が入るようにして

います。面会室は子どもたちが遊べる国庭

とつなが,,女性受刑者と家族がくつろげ

るデザインになっています。

この他,女性受刑者のセキュリティレベ

ルによって居住空間と自由度が変わるよう

にもしています。セキュリティレベノンは

助産4壼 詣VOt73 noC 1 563 140



7年前のアデレード女性刑務所の正菌玄関(文献3よ り)

「安全性が担保できる」「安全准はある程度

担保できる」「安全性は低く,警戒が必要

である」の 3段階に分けて,そ れらのセ

キュリティに合わせた居住環境にブーン分

けをしています。

最も安全性が高い受刑者の収容施設は

オープンシステムを採用し, ここではヨ

テージと呼ばれる平屋の一軒家に6～8人

が共同生活をしています。朝 8時から夜 8

時まではコテージ玄関のロックは開錠さ

れ,全員,庭での散歩や犬の運動,図書室,

教育棟,ジ ムなどの施設を自由に使用する

ことが可能です。夜の8時から翌朝8時 ま

では玄関が施錠されますが,コ テージの中

は自由です。また,お金の管理も各自で行

い,必要な食料品や日用品も注文すること

ができます。食事は自分たちで作るため,

食器や調理器具なども充実しています。

中程度のセキュリティの場合は,2階建

てのアパートのような建物で共同生活をし

ます。自由時間は短縮され,8時 から 15

時までとなり,15時以降には各建物に戻

',入
り回は施錠がされます。食事は自炊

または配給のため,食器などの種類も限ら

れています。

そして,最 も厳しいセキュソティブーン

の場合は, 日本の矯正施設と同様に,各部

屋が施錠され,一 日2時間の運動以外は居

男性受刑者侑」作のオブジェや木々を植えたァデ レー ド

女性刑務所 の正面 玄関。向 か つて左 か ら Kymbe「 teソ

McKay氏 .済木.鈴井

室に留まり,食事は配給されたお弁当を自

室で猥 ,ま す。

こうした生活レベルの違いを知ること

で,入所者はより自由度を求めて自己の生

活習慣を振 ,返 う,社会性のある言動をと

る契機にな)ま す。

入 所 時 の デ ー ン分 け は,「Inki江

Secばity Assessment(セ キュリティ評価

表)」 を用いて行われ,「刑期の長さ」「犯

罪の種類」「再犯までの期間」「行動・規律

違反および事件の関与の程度」「犯罪歴」

「前科」「脱走歴 (5年以内)」 の項目を点数

評価して決めます。入所後は,言動や協調

性,社会性,規律違反の有無 ,こ よって
,

ブーンの移動を決めます。喧嘩をしてトラ

ブルを起こしたり,共同生活が苦手で社会

性に乏しいことが指摘されたり,規律違反

をした,し た場合は,速やか !こ セキュリ

ティの高いデーンに変更し,厳 しくルール

を達守する態度を育てるとのことでした。

トラウマインフォームドケアを

基盤においた

メンタルヘルスの取り組み

アデレード女性刑務所では,女性受刑者

の社会復帰は,女性受刑者がもつトラウマ

ヘの理解やなしを抜きにしてlま 達成しない

15&1動産,塩 議volク8 no6 動産盤酪voL78 no 6 1 565 1

と考えて,主に5つの支援活動が行われて

いますの。

まず 1つ はトラフマインフォームドヶァ

の充実です。女性受刑者の 70～ 90%tま ,

児童虐待や DVな ど複合的な暴力を受け

ており, それらの暴力によるトラフマが影

響して犯罪を誘引するという, トラクマと

犯罪行動の相互作用があると報告されてい

ます。。また,深刻な暴力を受けて成長し

た女性は, それが日常であるために,暴カ

の恐怖からくる情結不安定や不眠,過緊

張,う つなどの症状があっても,そ れに気

が付かず,自 分が悪いと自己青定感が低い

ままだといいます。刑務官は, こうしたト

ラフマに関する理解をもって,女性受刑者

に関わるようにしています。

2つ 目は,精神科疾息や症状への対応で

す。前述した暴力によるトラウマ体験が癒

されないままに成長しているため,女性受

刑者の中には自殺未遂,自傷行為など,重

篤なPTsD(心的外傷後ストレス障害)の症

状がみられる人が多くいます。その書ll合は

一般の女性の 20倍高いといわれていま

す0。 また, 自歩行為やトラクマ体験があ

る人はパーツナリティ障害の特徴を有する

言動をすることも多く, トラクマ体験に類

似した罵声や支配的行動により,PTSDの

症状を発症することも珍しくら,ま せん。

よって,刑務官はトラクマのフラッシュ

バックを避けるために,大声で叱る,罵声

を浴びせる.支配的態度をもって命令する

といった言動をしないように留意し, トラ

ウマを内包する女性受刑者が安心して生活

し,社会復帰に向けた意欲を高める関わり

をしています。

3つ 目は薬物乱用や依存症の理解とその

対応です。女性受刑者の多くは,未成年期

の児童虐待やパートナーとの関係性の中で

暴力を受け,対処療法として薬物やアノン

コールを月R用 して自己治療をしていること

も報告されていますつ。そのため男性の刑

務官は,女性受刑者と会話をする際に,会

話の相手を尊重する,暴力的でない態度に

留意し,女性受刑者が男性と対等に会話す

ることを学べるようにしています。また
,

面会時の女性受刑者と子どもやパートナー

との関わりも観察し,必要に応じて暴力的

でない言動に関する教育的指導をパート

ナーにも行うようにしています。

4つ 目は経済的困窮に対する社会福祉の

活用です。元 ,々SA州では女性の就業率

や賃金が男性よりも低い傾向にあ)ま し

た。時にここ5年は,移民を多く受け入れ

る政策転換によりSA州の人口が増加し,

住居や物価が上昇していることから,出所

後の経済的支援なしに地域社会での自立し

た生活を送ることが困難な状況となってい

ます。よって,女性受刑者の職場と住居の

確保,お よび社会福祉による経済支援を行

うことは,毎をE防止に向けた取り組みとし

てとても重要な支援となっています。その

ため,出所前または出所後も,女性受刑者

やその子どもにとって何が必要で, どう

いった仕事や生活保障があれば子どもの安

全が守られるのかなどについて,ツ ーシャ

ノンフーカーや児童相談所, または公共職業

安定所や健康管理局の専門職が刑務官と連

携して情報交換をしてサポートしています。

5つ 目は地域社会における人間関係構築

に向けた支援です。これは女性の社会復帰

に向けたリハビリテーションには欠かせな

い事柄になります。女性が安心して子育て

ができる,ま たとよ,「 その人らしい生活」

などを確保して,安定して暮らしていける

関係性を維持する支援も行っていきます。

他方,親や夫,パートナーとの既存の人間
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Pズ 係に問題があり,女性が界力を受ける状

況であればそれを見つめなおして,自 分の

人生を好転させて生きていけるように支援

することも重要だといいます。女性受刑者

を支える家族や友人, または社会福祉関連

のサポートの在 ,方 は,出所後の女性の

「生き方を変えたい」という意欲にも影響

を与えるため,刑務官は女性受刑者の社会

復帰後も相談支援を継続しています。

以上の5つの活動を,刑務官とそれぞれ

の専門職による多職イ重連携で行い,出所後

の社会復帰を支援しています。

ヘルスセンターの設置

ここには社会復帰を目指すリハビリテー

ション施設として「ヘルスセンター」カド設

置されています。トラクマを抱えている女

性受刑者が圧倒的に多いということから,

メンタルヘルスヘの取り組みも熱心であ

り,精神科専門医による診察室を設けてい

ます。さらに内科医,歯科医,眼科医,整

形外科医,精神科医,臨床心理士などによ

る定期l建診も行われ,必要に応じて内服薬

の処方を行います。看護職は20名 が勤務

し, うち常勤は3名 (看 護師2名 ,助産師

1名 )で ,後の 17名 は非常勤です。勤務体

制は2交代制で午前 7時から午後 3時半ま

でと,午後 l時から午後 9時半までとな

り,深夜帯の勤務シフトはありません。

看護師の医療的業務は主に投薬管理と筋

内注射のみで,点滴は危険性が高いために

実施していません。点滴が必要な場合は,

病院への搬送となります。投薬は,安全性

が高い人には自己管理をするように内服薬

を一箱単位で渡します。やや安全性の高い

人には1週間分のみを小分けにして渡し,

もっとも危険性が高い人には毎回,必要な

内服薬を渡すようにしています。助産師は

妊帰のlf走康チェックと出産,育児に関わ )

ますが,子 どもをもつ女性受刑者が子育て

の先輩となって,施設内での子育てに関わ

ります。出産は連携している病院で行い
,

刑務官が二人帯同します。出産時の拘束は

手ではなく足首につけるそうですが,個室

に入室するため室内では比政的自由に動く

ことが可能です。

刑務官へのトラウマケア

今回の訪闘で最も印象的であったのは,

刑務官へのトラフマケ戸の充実です。女性

受刑者へのトラフマタアには,刑務官の役

割がとでも重要だと位置づけられてお

りP,刑務官のWel bdagを 図ることで,

より安定的な女性受刑者への関わりができ

るという考え方があります。つま), トラ

クマインラォームドケアヘの取 )組みが組

織全体のものとして実践されているので

す。刑務官が処遇上で受ける心身への暴カ

はトラウマとなり, それを癒さないと女性

受刑者へのケアはできません。そのため

に,刑務官のたしとして定期的なカウンセ

リング以外に, ジムやヨガ, またはメディ

テーション(瞑想)の スペースを確保してい

ます。こうした取り組みは男性刑務所も同

様でした 写真う。

日本における女性刑務所の現状と

今後の展望

2024年 現在,女性受刑者を収容する刑

事施設は全国に■ 力所め

'ま

す。そこで

は女性受刑者に対して再犯防止を目的とし

たさまざまな処遇プログラムが実施されて

います。例えば,依存症に関する教育プロ
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グラム以外に,助産師による予育て支援や
出産に伴う県健指導,性教育等です。しか
し,女性受刑者の収容方法は地域性を考慮
した地域収容を原則としているため,男性
受刑者のように犯罪傾向や刑期,年齢,社
会性の問題行動等によって収容施設を分け
ていません。

そのため,犯罪傾向の加重に関わらず,

同一のセキュリティレベルで全女性受刑者
が収容されているため,出所までは開塞感
のある生活環境で暮らし,何も考えないよ

うにしながら,比較的単純な工場での作業
に従事しています。また,女性受刑者の約
4割は18歳未満の子どもがいる女性たち
で,子 どもが面会に来ることもあります
が,面会室はいまだ無機質な壁とアクッル

板のある部屋で,子 どもへ緊張と委縮を感
じさせるようなつくりです。ょって, まず
は小さな変化として,ァ デレード女性刑務

所と同じように,子 どもの来る面会室を居
心地のいい空間に変える取 ,組みから始め
てほしいと期待しています。
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/八
ガサ が

厚生労働大臣 殿
内閣府特命担当大臣 (男 女共同参画・ こども政策)殿

性犯罪・性暴力被害者のためのフンス トップ支援センターの運営を持続可能にする
ための支援確立を求める意見書 (案 )

(自 由民主党堺市議会議員団提案分)

令和 6年度に大阪府の性暴力救援センター大阪 。SACHICOは病院拠点型ヮンス トッ
プセンターとしての存続が危機に瀕する事態となった。その理由は、性暴力被害者の
診療を行 う中心となる産婦人科医師の退職や、SACHICOの運営による病院経営の負担
が増大したためである。基本的に性暴力被害者支援には予防教育、早期発見、介入、
要支援・治療ケースヘの支援の上に司法支援や生活支援までが含まれてくる。
早期発見、初期の介入時における被害者の初期対応は、協力医療機関とワシス トン

プ支援センターで行つている。協力医療機関が入口の場合、医療上必要な初期対応 (外
傷の確認、証拠物採取、被害者の安全 :緊急避妊薬処方、感染症検査)を行い、ワン
ス トップ支援センターヘ報告、相談の推奨、ワンス トップ支援センターがその後の相
談 。司法、福祉への連携、継続診療への推奨を行つている。また、ワンス トップ支援
センターが入口の場合は、初期診療を行い、必要であれば最寄りの協力医療機関を紹
介あるいは同行 して連れていき、その後の相談・司法や福祉への連携、継続診療の推
奨を行つており、その役割は重要である。
大阪府の SACHICOは 、現在の全国の都道府県に設置されているワンス トップ支援セ

ンターの草分けであるが、今回の事態を契機に今後の性暴力救援センターの持続可能
な存続のために、政府において、下記の課題解決と支援の確立を要望する。

記

1.早期発見と初期の介入体制について、24時間電話相談と初期診療体制、性暴力被
害についての救急体制も含めて再構築すること。

2.協力医療機関については、産婦人科だけではなく、小児科、精神科、泌尿器科、
肛門科や外科などの診療機能を有する勢力機関を募集 し、間口を拡大する。また、
刑法改正に伴い、18歳未満の被害者に対りる適切な診療が必要・Cあ り、専門性を有
した医師を確保すること。

3.ワ ンス トップ支援センターで相談業務の中心を担 う支援員の育成と確保を行い、
常勤職員 としての雇用体系を確立し、24時間稼働型オフィスの維持を行 うこと。4.7ン ストデ′プマ援センター及び協力

「
療機関における証拠物拝取.緊急避妊案処

方、性感染症検査については、警察の同行の有無にかかわらず、これを公費負担と
すること。

5.初期の段階から、精神科診療との連携を行 うこと。
6。 男性被害者、LGBTQ十 の人々に姑する相談や診療体制を実施すること.

7.DV防止法や女性支援新法の適切な運用をはかり、性暴力被害者・ハ、の対応を充実さ
せ、途切れない支援の提供体制の充実を図ること。

8,誰 もが性暴力の加害者にも被害者にもならないために、包括的性教育を行う支援
法を制定すること。

9.司法に供する検体の保管については、警察とも連携 し、バーコマ ドなどによる検
体識別管理や DNAの安定′性の確保が行えるルールと機材を整備すること。10.地域保健や医療の現場において、看護師、助産師、SANE、 精神保健福祉士、公
認心理師等で性暴力被害に対する包括的な封応ができる人材の育成を行 うこと。

43



11,裁判で証人 となる医師への保護体制を整備 し、司法制度における医師の安全を

確保すること。

以上、地方 自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

令不日7年  月  日

堺 市 議 会
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↓孵 ″

厚生労働大臣 殿

法 務 大 臣 殿

18歳未満の子どもをもつ女性受刑者への子育て支援強化を求める意見書 (案 )

(自 由民主党堺市議会議員団提案分)

令和 7(2025)年 1月 現在、女性受刑者を収容する刑事施設は全国に 1lヵ 所あり、

全収容者数のうち、18歳未満の子どもをもつ女性受刑者は約 4割を占めている。

令和 4(2022)年 6月 17日 に刑法改正 (法律第 67号)で、「懲役刑」から「拘禁

刑」になり、受刑者の社会復帰については、より柔軟な処遇改善が可能となつている。

平成 28(2016)年 4月 より、「女子施設地域支援モデル事業 :現女子施設地域連携事

業」により加古)|1刑務所の非常勤助産師として勤務した看護大学の教授が、18歳未満

の子どもをもつ女性受刑者への子育て相談を行つた。また同時に女性受刑者のもつ養

育体験や養育行動の特徴や、女性受刑者の大半が適切な養育体験が乏しいために、自

身の子育ての方法が分からないことが明らかにされた。そのことから、当該の子育て

相談では乳幼児の愛着形成以外に、児童虐待の負の連鎖を断ち、健やかな親子関係構

築の実現に向けて尽力したところ、一定の効果が実証された。

しかしながら、全国的に刑事施設における子育て支援への取り組みは、各施設によ

つて異なり、集団指導のみという施設もある。また、全国矯正施設間の助産師連携は

一度も実施されたことがないのが現状である。
PTSDを内包する女性受刑者の精神的特性を考慮し、全体の4割を示す子どもを持

つ女性受刑者を対象にした、乳幼児への愛着形成を含む体系的な子育て支援教育プロ

グラムを構築する必要があると考える。これらの教育により習得できる子育て力は、

受刑者の社会復帰および次世代である乳幼児の健全な育成には不可欠なものである。

よつて政府において、下記のとおり女性受刑者への子育て支援の強化を求める。

記

1.18歳未満の子どもをもつ女性受刑者を対象に、助産師やその他の専門職等との連

携による出所後の子育て支援の継続すること。
2,子育て支援を行 う助産師の非常勤雇用を拡大し、18歳未満の子どもをもつ全国の

女性受刑者への子育て相談を現状の月 1回程度から週 2回程度の雇用として行うこ

と。
3.18歳未満の子どもをもつ女性受刑者を封象にした子育て相談の内容や方法につ

いてガイ ドライン等を作成 し、全施設間の均一化を図ること。
4.全国の女性受刑者刑事施設に勤務する看護職の連携およびフォレンジック看護分

野の専門的研修制度を定期的に実施すること。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

令不日7年  月  日

堺 市 議 会
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様式第 13号 (第 6条関係 )

備 品 台 帳

1品 目100, 000円 以上300, 000円未満の備品について記入すること。

購入年月日、償却完了年月日又は処分年月日の属する月は、使用していたものとみなす。

会派の名称 。議員氏名 自由民主党堺市議会議員団

備考 1

2

処分年月日・事由
償却完了

年月日

2030。 1.11

耐用

年数

5年

年

年

年

年

政務活動費

充当額

128,500円

(按分率 100%)

(按分率   %)

(按分率   %)

(按分率   %)

(核分率   %)

購入金額

(税込)

128,500円

形質

備 品

品  名

EPSON

イ ン ク ジ ェ ン ト複 合 機

PX一M6712FT

購入年月日

2025,1。 11
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